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答申第６号

令６情個審特第７号

令和６年１１月６日

秋田市長 様

秋田市情報公開・個人情報保護審査会

会長 柴 田 一 宏

公文書部分開示決定処分に関する諮問について（答申）

令和６年４月１９日付け令６福総務第３５６号、同第３５７号および同

第３５８号（諮問第６号、同第７号および同第８号）で諮問のありました

事案について、下記のとおり答申します。

記

１ 当審査会の結論

本件各部分開示決定において不開示とした部分のうち、別表２に掲げ

る部分については開示すべきであるが、その他の部分については不開示

が妥当である。

２ 審査請求に至るまでの経緯

(1) 審査請求人は、秋田市情報公開条例（平成９年秋田市条例第３９号。

以下「条例」という。）第６条の規定に基づき、令和５年１０月１３

日付け、同年１１月７日付けおよび同月１０日付けで、秋田市長（以

下「実施機関」という。）に対して公文書開示請求を行った。

(2) 実施機関は、令和５年１１月７日付け開示請求に対し「令和５年

１０月３日付け「実地検査の結果について」」（以下「開示文書１」

という。）を、同月１０日付け開示請求に対し「令和５年１０月３日
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付け議員配布資料」（以下「開示文書２」という。）および「確認事

項ごとの過支給額の一覧」（以下「開示文書３」という。）を、同年

１０月１３日付け開示請求に対し「会計実地検査記録票（令和５年５

月１８日）」（以下「開示文書４」という。）、「会計検査院「第２

局厚生労働検査第１課」実地検査について」（以下「開示文書５」と

いう。）、「実施機関の瑕疵による費用返還フローチャート」（以下

「開示文書６」という。）、「費用返還額」（以下「開示文書７」と

いう。）、「ケース記録票（３８名分）」（以下「開示文書８」とい

う。）および「生活保護法施行事務監査の結果について（通知）（平

成３０年度～令和４年度）」（以下「開示文書９」という。）をそれ

ぞれ特定し、別表１のとおり部分開示することを決定し、同年１１月

２１日付け令５福保二第２３７３号および第２４３４号ならびに同月

２７日付け令５福保二第２５９８号で審査請求人に通知した（以下、

同月２１日付け令５福保二第２３７３号の決定を「本件処分１」と、

令５福保二第２４３４号の決定を「本件処分２」と、同月２７日付け

令５福保二第２５９８号の決定を「本件処分３」という。）。

(3) 審査請求人は、本件処分１から３までを不服として、実施機関に対

し、令和６年１月２４日付けで行政不服審査法（平成２６年法律第

６８号）に基づく審査請求をそれぞれ行った。

３ 審査請求の併合

３件の諮問事案は、審査請求人が同一であることおよび審査請求の趣

旨が同様であることから、当審査会はこれらを併合して審議することと

した。

４ 審査請求人の主張の要旨

(1) 審査請求の趣旨

本件処分１から３までを取り消し、対象文書の全部を開示するよう

求める。ただし、ケース番号、氏名、続柄、所属、障害の程度、症状

および状況の内容、相談・発言内容、支給・決定の内容ならびにメー
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ルアドレスを除く。

(2) 審査請求の理由

ア 審査請求書１（本件処分１について）

(ｱ) 秋田市福祉事務所は、会計検査院からの指摘等を受けて、既に

その返還対象額等を算定し、当事者に説明（一部にはお詫び）を

するなどしており、その「原因」「責任」については、秋田市長

等が、市議会で説明等をしていることから、「市の機関と国等の

率直な意見の交換もしくは、国等における意思決定の中立性が不

当に損なわれるおそれがある」はずもない。

(ｲ) これらの情報を開示しても、「公にすることにより、市の機関

と国等の信頼関係を損ね、外部の圧力・干渉等を招来するなど検

査過程における厳正かつ円滑な検査の実施ならびにその検査およ

び判断について、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」が生ずることは全く考えら

れない。

(ｳ) 条例の解釈適用を誤っているので、直ちに取り消し、対象文書

の全部を開示するように求める。

イ 審査請求書２（本件処分２について）

(ｱ) ケース番号、氏名を不開示とすれば、別表１の不開示情報１１

を開示しても特定の個人を識別することにならない。また、「特

定の個人を識別することはできないが、公にすることにより個人

の権利、利益を害するおそれが生ずるおそれ」は、全くない。

(ｲ) 議員は市民の代表であって、特別な特権が与えられている者で

はないし、議員自身もそのような認識はないはずである。しかも、

本件は、市長自身が、記者会見等でも明らかにした事案であり、

議会でも議論がされている事案であることから、議員には開示し

て市民に開示しない理由は、全くない。これらの情報を開示して

も、条例第７条第５号および第６号に該当する理由は全くない。

(ｳ) 上記４の(2)の(ｳ)のとおり

ウ 審査請求書３（本件処分３について）
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上記４の(2)のアの(ｱ)から(ｳ)までのとおり

５ 実施機関の説明の要旨

(1) 本件処分１、本件処分２（上記４の(2)のイの(ｲ)に限る。）および

本件処分３について

ア 別表１の不開示情報１から１０まで、１２から１８までは、会計

検査院実地検査の検査過程における情報であり、また、本件処分１

から３までに先立って会計検査院の見解を聴取し、令和５年１１月

１４日付けで会計検査院から不開示とするよう要請を受けたもの又

はそれに関連する情報である。

これらを公にすることにより、会計検査院との間の率直な意見の

交換が損なわれるおそれがあり、また、外部の圧力、干渉等を受け

ることにより、必要かつ十分な検査資料の円滑な収集整備を確保す

ることができず、検査の厳正かつ円滑な実施に支障を及ぼすおそれ

があるから、条例第７条第５号および第６号に該当する。

イ 不開示とした部分に係る情報と関連した情報が既に公表されてい

るとしても、本件処分１から３までにおいて不開示とした部分に係

る情報は検査過程における情報であり、条例第７条第５号および第

６号に該当することに変わりはない。

(2) 本件処分２（上記４の(2)のイの(ｱ)に限る。）について

別表１の不開示情報１１は、該当者個人に関する情報であり、他の

情報と照合されることにより特定の個人を識別することができること

となるものであるため、条例第７条第２号に該当する。

６ 当審査会の判断

当審査会は、審査請求人の主張および実施機関の説明を踏まえて、審

査請求人が不服とした不開示部分について審議した結果、次のように判

断する。

(1) 本件各開示請求について

本件各開示請求は、本件各請求文書の開示を求めるものであり、実
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施機関は、開示文書１から９までを特定し、その一部を条例第７条第

２号、第５号および第６号に該当するとして部分開示とする本件処分

１から３までを行った。

これに対し、審査請求人は、ケース番号、氏名、続柄、所属、障害

の程度、症状および状況の内容、相談・発言内容、支給・決定の内容

ならびにメールアドレスを除く不開示部分の開示を求めていることか

ら、秋田市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成２８年秋田市条

例第８号）第５条第１項に基づき、本件対象文書の直接見分の結果を

踏まえ、本件対象文書の不開示部分の該当性について検討する。

なお、審査請求人は、開示文書９の不開示部分について、開示は求

めていない。

(2）条例第７条第２号の該当性について（不開示情報１１）

ア 条例第７条第２号は、個人のプライバシーを最大限に保護するた

め、「個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年

月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの

（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することがで

きることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはで

きないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそ

れがあるもの」を不開示情報としている。

イ 不開示情報１１は、会計検査院が令和５年５月１８日に行った実

地検査で確認を求められた事項ごとの過支給額の一覧である開示文

書３の表中の一部である。表中部分には、当該不開示情報１１のほ

かに、該当者個人ごとの地区番号、整理番号ならびに審査請求対象

外であるケース番号および氏名が記載されている。

不開示情報１１のうち、「不適正期間」および「返還期間」は、

該当者個人の障害の原因となる傷病に係る初診日および当該障害者

加算の受給期間につながる情報であり、「過支給額」および「返還

対象額」は、該当者個人の債務に係る財産情報であることから、そ

れぞれ条例第７条第２号本文に該当し、同号ただし書のいずれにも

該当しないと認められる。
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審査請求人は、ケース番号および氏名を不開示とすれば個人を特

定することができない旨を主張するが、これらの情報は一般的に他

人に知られたくない情報であり、かつ、他の情報と照合することに

より当該個人を特定する手掛かりとなり得るものであることから、

個人の権利利益を害するおそれがないとは認められず、不開示が妥

当である。

ウ ただし、「不適正期間」および「返還期間」の各終期のうち、一

部の年月は、実施機関が事案（生活保護費における障害者加算に一

部誤りがあった事案をいう。以下同じ。）発生を受けて過支給額を

算定するために一律に設定した暫定の終期であり、また、「返還期

間」の始期のうち一部の年月は、当該暫定の終期を基準として時効

直前となる年月で一律に設定した始期であるため、個人に関する情

報とはいえず、条例第７条第２号に該当しない。

エ したがって、不開示情報１１のうち、別表２に掲げる部分につい

ては、条例第７条第２号に該当しないことから開示すべきであり、

その他の部分については不開示が妥当である。

(3）条例第７条第５号の該当性について（不開示情報１から１０まで、

１２から１８まで）

ア 条例第７条第５号は、「市の機関および国等の内部又は相互間に

おける審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることに

より、率直な意見の交換もしくは意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれ、不当に住民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の

者に不当に利益を与えもしくは不利益を及ぼすおそれがあるもの」

を不開示情報としている。

イ 不開示情報１から４まで、６、７（１文字目から９文字目までに

限る。）、８、１２から１５まで、１７（認定誤りの合計件数を除

く。）、１８（会計検査院の指示内容およびそれに対する秋田市の

対応に係る部分に限る。）は、会計検査院が令和５年５月１８日に

行った実地検査に関連して、具体的な検査内容、会計検査院調査官

との質疑応答および指示内容、それに対する秋田市の確認結果や検
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討すべき事項、対応方針等が記載されている。

一般に会計検査院の検査・検査結果等の取扱いおよびこれらに関

する情報の取扱いは、実施機関から提出された会計検査院の「意見

書の提出について（令和６年５月３０日付け６０普第１１２号）」

によると、会計検査制度上、外部の圧力・干渉等を排除し、公正・

慎重な審理・判断の確保が必要であることから、最終的な検査官会

議の議決を経たものに関する情報以外の検査内容、結果等に当たる

情報の取扱いは、会計検査院の意思形成過程における未成熟な情報

であり、検査過程又は会計検査院の審議・検討・判断における手続

過程（審理・判断過程）が継続又は終了にかかわらず、不公表とし

ている。

実施機関によると、本件各開示請求のこれらの部分については、

令和５年１１月１４日付けで会計検査院の見解を聴取し、これらの

情報は、検査過程における情報等であり、不開示とするよう要請を

受けた又は要請を受けた部分に関連するとのことであった。

したがって、これらを公にすると、不公表とする取扱いとなって

いる会計検査院と秋田市との間での具体的なやりとりが明らかにな

ることから、会計検査院との協力関係又は信頼関係を損ない、今後

の会計検査院との協力関係に支障が生じ、その結果、今後の検査業

務に支障が生じるおそれや会計検査院の意思形成過程における未成

熟な情報により、市民に誤解を与えて混乱を招くおそれがあり、そ

れにより外部からの干渉を招き、会計検査院の意思決定の中立性を

損なうおそれがあることから、条例第７条第５号に該当する。

ウ 不開示情報１７（認定誤りの合計件数）は、令和５年１０月１３

日付け開示請求に係る部分開示決定時点で実施機関が既に公にして

いる情報であり、かつ、当該開示請求の中で審査請求人が行った

「３８名に対する応対記録」という請求に対して、実施機関が開示

文書８を決定していることから、実施機関においても明らかにして

おり、条例第７条第５号に該当しない。

エ 不開示情報１８（費用返還額決定に係る記載）は、当審査会の調
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査によると、生活保護を受けている者が資力があるにもかかわらず

保護を受けた場合に返還金額を定めることとされているが、（その

返還額から控除される自立更生費を考慮するという市の方針が定ま

る前の当該時点での）精査前の暫定の決定であり、後日決定自体が

取り消されている未成熟な情報である。

当該情報を公にすることにより、対象者に誤解や憶測を招き、不

当に住民の間に混乱を生じさせるおそれがあるため、条例第７条第

５号に該当する。

オ 不開示情報５、７（１０文字目以降）、９、１０、１６、１８

（会計検査院実地検査の実地検査を実施した記載および事案発生を

受けて対象者本人や家族等へ伝えた記録）は、令和５年５月１８日

に会計検査院による実地検査が実施された記載およびそれにより秋

田市で事案が発生した記載ならびに秋田市が会計検査院に対し中間

報告を行った事実についての記載である。

当審査会の調査によると、これらは、本件処分２により既に開示

されており、秋田市が指摘を受け、会計検査院に対し中間報告を行

った事実については、本件とは別の開示請求によって本件処分２を

行う前に既に明らかとなっている。

したがって、処分決定時点で公になっている範囲の内容であり、

当該記載部分は、会計検査院の実地検査の具体的な検査内容等では

ないことから条例第７条第５号に該当しない。

カ 以上により、上記６の(3)のイおよびエに記載の各不開示情報に

ついては、条例第７条第５号に該当することから、同条第６号の該

当性について判断するまでもなく、不開示が妥当である。

一方、上記６の(3)のウおよびオに記載の不開示情報については、

条例第７条第５号に該当しないことから、次の(4)において同条第

６号の該当性について判断する。

(4）条例第７条第６号の該当性について（上記６の(3)のウおよびオ）

ア 条例第７条第６号は、「市の機関又は国等が行う事務又は事業に

関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるおそれがあ
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るものその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適切

な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」を不開示情報としている。

イ 上記６の(3)のウおよびオに記載の不開示情報については、それ

ぞれにおいて述べているとおり、会計検査院の実地検査の具体的な

検査内容等ではなく、既に公になっている情報である。

したがって、条例第７条第６号に該当する余地はないことから、

別表２のとおり開示すべきである。

(5) 審査請求人のその他の主張

審査請求人は、審査請求書等において議員には開示して市民に開示

しない理由は全くないとする主張その他種々の主張を行っているが、

実施機関の説明によると、開示文書２は、秋田市市議会議員にのみ報

告したものであり、処分決定時点で何人も知り得る状態に置かれてい

る公にされている情報とは言い切れず、これらはいずれも当審査会の

判断を左右するものではない。

以上より、「１ 当審査会の結論」のとおり判断する。

７ 調査審議の経過

当審査会は、本件諮問について次のとおり調査審議を行った。

年 月 日 経 過

令和６年４月１９日 実施機関から諮問書を受付

令和６年５月１３日 審議、諮問第６号、同第７号および同第８号の併合

令和６年６月１９日 審議、実施機関から意見聴取

令和６年７月２４日 審議、審査請求人の口頭意見陳述

令和６年８月２１日 審議

令和６年９月１８日 審議

令和６年１１月６日 答申

（審議委員）

柴田一宏会長、上田晴彦委員、佐藤郁子委員、竹田勝美委員、中澤俊輔

委員、橋田直久委員
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別表１　部分開示決定

開示文書 根拠規定

１ 実地検査の結果の概要 ７条５号および６号

２ １　検査の結果 ７条５号および６号

３ ２　検討すべき事項 ７条５号および６号

４ ３　今後について ７条５号および６号

５ 件名、概要（柱書） ７条５号および６号

６ １　発生事案の概要 ７条５号および６号

７ ２　原因 ７条５号および６号

８ ３　検査の結果 ７条５号および６号

９ ４　今後の対応 ７条５号および６号

１０ ５　再発防止策 ７条５号および６号

審査請求
対象外

「ケース番号」欄および「氏名」欄 ７条２号

１１
「不適正期間」、「返還期間」、「過支
給額」および「返還対象額」の欄

７条２号

１２
確認事項の内容、過支給額および返還対
象額の総額（国庫、市の負担割合部分を
含む。）

７条５号および６号

４ １３ 質疑内容および対応（回答） ７条５号および６号

１４ 検査対象 ７条５号および６号

１５
実地検査の結果（暫定）のうち、確認事
項とその他

７条５号および６号

６ １６ 例文の前段 ７条５号および６号

７ １７
「項目」、「疑義件数」、「認定誤りの
件数」、「費用返還額」の欄

７条５号および６号

審査請求
対象外

ケース記録のうち、ケース番号、氏名、
続柄、所属、障害の程度、症状および状
況の内容、相談・発言内容、支給・決定
の内容

７条２号

１８
ケース記録のうち、実地検査対象および
結果の内容、調査決定内容の一部

７条５号および６号

ケース番号 ７条２号

関係機関のメールアドレス ７条６号

不開示情報

審査請求
対象外

１

２

３

５

８

９
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開示文書

本件不開示情報５

本件不開示情報７

本件不開示情報９

本件不開示情報１０

３ 本件不開示情報１１

６ 本件不開示情報１６

７ 本件不開示情報１７

１頁から
２３０頁
まで

令和５年５月１８日に実地検査が行われた情報

１頁 ７行目

４頁 ７行目１６文字目から８行目２２文字目まで

８頁 ２行目３０文字目から３行目１２文字目まで

１２行目１文字目から１３行目９文字目まで

１３行目１２文字目から１４行目８文字目まで

１４頁 １３行目１文字目から１４行目１４文字目まで

２１頁 ２２行目

２６頁 ２行目１１文字目から３行目１７文字目まで

３０頁 ２行目１１文字目から３行目１７文字目まで

３３頁 １２行目

３５頁 ５行目３文字目から６行目２２文字目まで

３６頁 ４行目１文字目から５行目２０文字目まで

４２頁 ９行目１文字目から１０行目１４文字目まで

４７頁 ３行目１文字目から４行目１５文字目まで

５０頁 １行目

５９頁 １行目から３行目まで

６０頁 ２９行目１文字目から３０行目１５文字目まで

６１頁 １７行目１文字目から１８行目３０文字目まで

６２頁 ２行目から３行目まで

６３頁 １行目１１文字目から３行目まで

６５頁 １１行目１文字目から２１文字目まで

２２行目１文字目から１２文字目まで

２２行目１７文字目

２２行目２０文字目

２２行目２２文字目から２３行目３１文字目まで

２３行目３３文字目から２４行目２０文字目まで

７５頁 １０行目１文字目から１１行目１文字目まで

別表２　開示すべき部分

開示すべき部分

全て

１０文字目から全て

全て

全て

８ 本件不開示情報１８

特定の個人の障害者加算が終了・開始した年月を除く、不適
正期間および返還期間の一律に設定した終了年月、当該終了
年月を基準として時効直前となる返還期間の開始年月

全て

認定誤りの合計件数

２

６８頁

１２頁
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８０頁 ７行目

８５頁 ２０行目１１文字目から２１行目１７文字目まで

５行目１文字目および２文字目

５行目５文字目から８文字目まで

５行目１０文字目から１５文字目まで

５行目１９文字目

５行目２２文字目から２９文字目まで

５行目３１文字目から７行目６文字目まで

７行目９文字目から８行目まで

１０行目１文字目から１６文字目まで

１１行目１０文字目から１９文字目まで

１２行目５文字目から２５文字目まで

１２２頁 １１行目から１２行目まで

１２６頁 ６行目１文字目から１３文字目まで

１行目

２行目３文字目から１１文字目まで

２行目１３文字目から４行目まで

１５１頁 ５行目

１０行目１文字目から１１行目１０文字目まで

１１行目１２文字目から１３行目まで

９行目１文字目および２文字目

９行目５文字目から９文字目まで

９行目１１文字目から１６文字目まで

９行目２１文字目

９行目２３文字目から３０文字目まで

９行目３２文字目から１１行目７文字目まで

１１行目１０文字目から１２行目まで

８行目１文字目から９行目３０文字目まで

１０行目２文字目から１１行目まで

１７２頁 ９行目１文字目から１０行目８文字目まで

１８０頁 ２８行目１文字目から２４文字目まで

１１行目１文字目から１２行目３１文字目まで

１３行目２文字目から７文字目まで

８行目１文字目から１８文字目まで

８行目２２文字目から９行目３文字目まで

２２３頁 １８行目１文字目から１９行目まで

２２５頁 ２行目１文字目から３行目１５文字目まで

２２６頁 ８行目１文字目から１０行目２文字目まで

８ 本件不開示情報１８

１１４頁

１２１頁

１４１頁

１５７頁

１６３頁

１７１頁

１８６頁

２１０頁
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１５行目１文字目から９文字目まで

１５行目１１文字目から１３文字目まで

１５行目１６文字目から１６行目１４文字目まで

１６行目１７文字目から１７行目まで

２２行目１文字目から２３行目２４文字目まで

２３３頁 １３行目１文字目から１４行目１５文字目まで

２３６頁 ７行目１文字目から８行目３０文字目まで

本件不開示情報１８

※開示文書に頁番号は付番されていないが、開示文書８の１枚目から２３８枚目までに１頁か
ら２３８頁と付番したものを「頁」として記載している。

８

２３２頁


